
企 業 会 計 予 算



（単位  千円）
収 益 的 収 入 お よ び 支 出

平成29年度滋賀県モーターボート競走事業会計予算実施計画

１

１８,４１３

１６,５９６

２５,９３５

１,６３４２

使 用 料

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

３ 長 期 前 受 金 戻 入

（収　　 　入）

１

営 業 外 収 益

款

モーターボート競走事業収益

備　　　　　　　考

２

３６,８００,０００

３９,２５９,８００

場間場外発売事務受託収益

３

３９,１９７,２２２

２,２７２,９５０

項 目

６２,５７８

１２４,２７２

予　　　　定　　　　額

そ の 他 営 業 収 益

営 業 収 益１

４ 雑 収 益

２

１ 開 催 収 益

モーターボート競走事業



（単位  千円）

費

備　　　　　　　考予　　　　定　　　　額

１

２

支払利息および企業債取扱諸

２,６４１,９７０

資 産 減 耗 費

総 係 費

５２０,０２６５ 減 価 償 却 費

３１１,３２３２

４６６６

ボ ー ト ピ ア 発 売 事 業 費

３１５,５７７

３９,２５９,１００

３８,８７１,５４６

場 間 場 外 発 売 事 務 受 託 費

３

４

営 業 費 用

３５,０８２,１８４１ 開 催 費

（支　　 　出）

２ 営 業 外 費 用

１

款 項 目

モーターボート競走事業

１ モーターボート競走事業費用

特 別 損 失３

１

繰 出 金

７,３９０

３

１０,７５４４

１５０,０００

そ の 他 特 別 損 失

４７,６９８

１７１,７１２

雑 支 出

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

１７１,７１２

２１５,８４２



（単位  千円）

１０９,２４１

１５,３１９２

目

建 設 改 良 費

（支　　 　出）

資 本 的 支 出

款

１

項

１

資 本 的 支 出

モーターボート競走事業

９８４１ 基 金 積 立 金

２ 企 業 債 償 還 金

３０９,７７５１ 企 業 債 償 還 金

３ 投 資 ９８４

３０９,７７５

備　　　　　　　考

１

３ ３６,４１２

５７,５１０

予　　　　定　　　　額

４２０,０００

リ ー ス 債 務 支 払 費

固 定 資 産 購 入 費

施 設 改 良 費



（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
（単位  千円）

１

２

３

当 年 度 純 利 益

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 １,６３４

９８４

資 産 減 耗 費

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

８５１,７１６

小 計 ８９７,７８０

△ ４７,６９８利 息 の 支 払 額

△

そ の 他 流 動 資 産 の 増 減 額

２１１,８５６

長 期 前 受 金 戻 入 額

モーターボート競走事業

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

７００

減 価 償 却 費 ５２０,０２６

１６,５９６

平成29年度滋賀県モーターボート競走事業予定キャッシュ・フロー計算書

４６６

預 り 金 の 増 減 額 １４０,３０３

４７,６９８

５,２１２

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 △ １,６３４

２４８

未 払 金 の 増 減 額 △ １０,００３

未 収 金 の 増 減 額 △

支 払 利 息

引 当 金 の 増 減 額

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ６７,４３５

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ６８,４１９

基 金 積 立 に よ る 支 出 △

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー



モーターボート競走事業

△ ３４６,１８７

△ ３０９,７７５建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

リ ー ス 債 務 の 返 済 に よ る 支 出 △ ３６,４１２

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 期 末 残 高 １,４２８,１３５

資 金 増 加 額 ４３７,１１０

資 金 期 首 残 高 ９９１,０２５



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

法 定 福 利 費 合　　　　　計
特 別 職 一 般 職 給 料 手 当 計

モーターボート競走事業

給 与 費 明 細 書

　　１　総　　　括

区　　　　　　　　　　　　　　分
職 員 数 給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

138,502 27,755 166,257

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － － － －

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － 18 66,798 71,704

－ －

合 計 － 18 66,798 71,704 138,502 27,755 166,257

前
　
年
　
度

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － 18 67,577 61,891 129,468 27,540

本
　
年
　
度

合 計 － 18 67,577 61,891

157,008

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － － － － － －

129,468 27,540 157,008

比
　
　
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 － － △ 779 9,813 9,034 215 9,249

資 本 勘 定 支 弁 職 員 － － － － － － －

合 計 － － △ 779 9,813 9,034 215 9,249

区　　分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当 特殊勤務手当
時 間 外 勤 務
手 当

本 年 度 1,506 5,317 1,800 22,251 14,513 2,455 3,247 9,504

1,987 3,247 15,004

手　当　の　内　訳 比　　較 60 196 360 5,058 3,880

前 年 度 1,446 5,121 1,440 17,193 10,633

468 － △ 5,500



千円 千円 千円 千円 千円

区　　分 休日勤務手当
管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当 退 職 手 当 児 童 手 当

本 年 度 2,151 420 2,589 5,271 680

前 年 度 2,151 420 2,589 － 660

比　　較 － － － 5,271 20

モーターボート競走事業



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

 給料の改定率　　　　　　　　　　　 　　　　  0.2％
　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成28年４月１日

　　　　  平成27年度の給与制度の総合的見直しによる給料の引下
 げに係る経過措置

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

前年度  地域手当
　  改定実施時期　　 　 　        　平成28年４月１日
 勤勉手当
　 改定実施時期        　　 　 　　平成28年12月１日

本年度  地域手当
　 改定実施時期        　　 　 　　平成29年４月１日

一般会計に準じて改定

地方公営企業会計基準の適用に伴う退職給付引当金および賞与等引
当金の計上

その他の増減分

モーターボート競走事業

　　２　給料および手当の増減額の明細

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

△ 1,773 職 員 構 成 の 異 動 等

△ 1,773千円 区　　分 現 に 在 職 す る 職 員

給 料 △ 779 △ 147

前年度

本年度

1,141

前 年 度 18 － 18

比　　較 － － －

そ の 他 計

本 年 度 18 － 18

手 当 9,813 17,800

△ 7,987



　　３　給料および手当の状況

　　　(1) 職員１人当たり給与 （単位　円・歳） 　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

385,584  184,800  184,800平成28年12月１日現在 平均給与月額 大 学 卒

行 政 職

300,889  150,000  150,000平均給料月額 高 校 卒

一般会計の制度
区 分 行 政 職 区 分 行 政 職

平成27年12月１日現在 平均給与月額

39.5平 均 年 齢

40.6平 均 年 齢

307,350平均給料月額

383,138

モーターボート競走事業



モーターボート競走事業

　　　(3) 級別職員数 （単位　人・％）

行 政 職
区 分

職　員　数 構　成　比

７ 級  1 5.5

平

成

28

年

12

月

１

日

現

在

６ 級  3 16.7

５ 級  1 5.5

４ 級  1 5.5

３ 級  6 33.4

２ 級  4 22.3

１ 級  2 11.1

計  18 100.0

７ 級 1 5.5

平

成

27

年

12

月

１

日

現

在

６ 級 3 16.7

５ 級 2 11.1

４ 級 2 11.1

３ 級 2 11.1

２ 級 5 27.8

１ 級 3 16.7

計 18 100.0



　　　 　（級別の標準的な職務内容）

区 分 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級

参 事 課長補佐 主 幹 係 長 主任主事

行 政 職 課 長 主 査 主 事

（困 難） （困 難） （困 難） （困 難）  (高 度）
課長補佐 主 幹 係 長 主任主事 主 事

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

区 分 行 政 職

職 員 数 (A)  18

 2

8 号 給  －

比 率 (B)/(A) 83.3

本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  15

2 号 給  －

4 号 給  13
号 給 数 別 内 訳

6 号 給

職 員 数 (A)  18

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)  15

2 号 給  －

4 号 給

比 率 (B)/(A) 83.3

モーターボート競走事業

 12
号 給 数 別 内 訳

6 号 給  3

8 号 給  －



モーターボート競走事業

　　　(5) 特殊勤務手当 （平成28年12月１日現在　単位　％・円）

11,509支給対象職員１人当たり平均支給月額

公営競技開催業務手当支給額の多い手当

代表的な特殊
勤務手当の名
称

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

公営競技開催業務手当

区 分 行 政 職

2.7給 料 総 額 に 対 す る 比 率

100.0支 給 対 象 職 員 の 比 率

　　　(6) 期末手当・勤勉手当 （単位　月）

区 分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

支　 給　 率　 計 職制上の段階、職務の 備 考
6 月 12 月 級等による加算措置

一 般 会 計 の 制 度
(1.05)
2.075

(1.20)
2.225

(2.25)
4.30

有

本 年 度
(1.05)
2.075

(1.20)
2.225

(2.25)
4.30

有

前 年 度
(1.025)
2.025

(1.175)
2.175

(2.20)
4.20

有



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

支　　　　給　　　　率　　　　等 25.55625 34.5825 49.59 49.59
（2％～45％加算）

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当 （単位　月）

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
そ の 他 の
加 算 措 置 等

備 考

差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　　じ

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

25.55625 34.5825 49.59 49.59
（2％～45％加算）

モーターボート競走事業

地 域 手 当 同　　　　　じ

住 居 手 当 同　　　　　じ

通 勤 手 当 同　　　　　じ

　　　(8) その他の手当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同



（単位  千円）

2,366 － － 2,366

平成33年度まで

平成28年度まで 平成31年度まで

公 営 企 業 会 計 シ ス テ ム 構 築 業 務 19,500 　　　　　　－ － 平成29年度から

大 型 映 像 装 置 賃 借 604,000 平成20年度から 336,907 平成29年度から 110,415 － － 110,415

モーターボート競走事業

平 成 28 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 29 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

そ　の　他期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ７０８,６２３

固 定 資 産 合 計 ７,４３８,２０７

平成29年度滋賀県モーターボート競走事業予定貸借対照表

（平　成　30　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ４８６,６１７

建 物 ５,９９８,２３９

(1) 有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 １１,７１８△         ２２９,４９８

車 両 お よ び 運 搬 具 ８３４

機 械 お よ び 装 置 １７５,５２４

減 価 償 却 累 計 額 ２５,８０３△         １４９,７２１

減 価 償 却 累 計 額 ４４５,１０８△       ５,５５３,１３１

構 築 物 ２４１,２１６

減 価 償 却 累 計 額 １２,２００△         ７９,６１０

リ ー ス 資 産 ２５２,７８６

減 価 償 却 累 計 額  － ８３４

工 具 器 具 お よ び 備 品 ９１,８１０

船 舶 ２,５８４

減 価 償 却 累 計 額 ４４３△              ２,１４１

有 形 固 定 資 産 合 計 ６,７２９,５８４

減 価 償 却 累 計 額 ２４,７５４△         ２２８,０３２

基 金 ７０８,６２３

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

モーターボート競走事業



２

３

イ

イ

４

イ

イ

１,６５２,０１９

建設改良費等の財源に充てるための ３,７０２,５０９
企 業 債

企 業 債 合 計 ３,７０２,５０９

固 定 負 債

(1) 企 業 債

資 産 合 計 ９,０９０,２２６

負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

モーターボート競走事業

(2) 未 収 金 ２２３,８８４

(1) 現 金 預 金 １,４２８,１３５

(3) 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金 ２００,４８１

(2) リ ー ス 債 務 ３６,４６４

引 当 金 合 計 ２００,４８１

建設改良費等の財源に充てるための ２０３,７２４

固 定 負 債 合 計 ３,９３９,４５４

流 動 負 債

(1) 企 業 債

(3) 未 払 金 １,１０４,６５８

１１,３７５

(5) 預 り 金 １４０,３０３

企 業 債

企 業 債 合 計 ２０３,７２４

(2) リ ー ス 債 務 ３６,４３７

(4) 引 当 金

賞 与 等 引 当 金 １１,３７５

引 当 金 合 計



５

６

７

イ

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ９２,２００

流 動 負 債 合 計 １,４９６,４９７

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ３,５７７,９７１

繰 延 収 益 合 計 ７５,６０４

負 債 合 計 ５,５１１,５５５

収 益 化 累 計 額 １６,５９６△         ７５,６０４

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 ７００

剰 余 金

(1) 利 益 剰 余 金

モーターボート競走事業

資 本 合 計 ３,５７８,６７１

負 債 資 本 合 計 ９,０９０,２２６

剰 余 金 合 計 ７００

利 益 剰 余 金 合 計 ７００



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　当事業年度より地方公営企業法（昭和27年法律第292号）の一部適用により、地方公営企業会計基準を適用して、予算を編成し、財務諸表等を作成している。

　１　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　15～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　10～45年

　　　　　船舶　　　　　　　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　４～15年

　　(2) リース資産

　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、自己所有に係る固定資産の減価償却の方法と同一の会計処理によっている。

　２　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額におけるモーターボート競走事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額につ

　　　いては、各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 115,302千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与等引当金

　　　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を

　　　計上している。

　　(3) 貸倒引当金

　　　　債権の不能欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

　　　　なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

　３　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

モーターボート競走事業

注 記

（平 成 30 年 ３ 月 31 日）



　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成29年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　平成29年度予定貸借対照表に関する注記

　　なし

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　　報告セグメントがモーターボート競走事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として25,515千円を支給するため、退職給付引当金25,515千円を取り崩す。

モーターボート競走事業



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

建 物 ５,９４４,９８９

(1) 有 形 固 定 資 産

モーターボート競走事業

平成29年度滋賀県モーターボート競走事業予定開始貸借対照表

（平　成　29　年　４　月　１　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ４８６,６１７

減 価 償 却 累 計 額  － ５,９４４,９８９

構 築 物 ２４１,２１６

減 価 償 却 累 計 額  － ２４１,２１６

車 両 お よ び 運 搬 具 １１６

機 械 お よ び 装 置 １７５,５２４

減 価 償 却 累 計 額  － １７５,５２４

減 価 償 却 累 計 額  － １１６

工 具 器 具 お よ び 備 品 ７８,８０９

船 舶 ２,５８４

減 価 償 却 累 計 額  － ２,５８４

減 価 償 却 累 計 額  － ７８,８０９

リ ー ス 資 産 ２５２,７８６

有 形 固 定 資 産 合 計 ７,１８２,６４１

減 価 償 却 累 計 額  － ２５２,７８６

基 金 ７０７,６３９

(2) 投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ７０７,６３９

固 定 資 産 合 計 ７,８９０,２８０



２

３

イ

４

イ

５

流 動 資 産

(3) そ の 他 流 動 資 産 ５,２１２

(1) 現 金 預 金 ９９１,０２５

負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 合 計 １,２１９,８７３

未 収 金 ２２３,６３６

(2) リ ー ス 債 務 ７２,９０１

固 定 負 債

(1) 企 業 債

収 益 化 累 計 額  － ９２,２００

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための ３０９,７７５

モーターボート競走事業

(3) 未 払 金 １,１１４,６６１

(2) リ ー ス 債 務 ３６,４１２

(1) 長 期 前 受 金 ９２,２００

(2)

流 動 負 債 合 計 １,４６０,８４８

繰 延 収 益

企 業 債

企 業 債 合 計 ３０９,７７５

固 定 負 債 合 計 ３,９７９,１３４

流 動 負 債

建設改良費等の財源に充てるための ３,９０６,２３３
企 業 債

企 業 債 合 計 ３,９０６,２３３

資 産 合 計 ９,１１０,１５３

繰 延 収 益 合 計 ９２,２００

負 債 合 計 ５,５３２,１８２



６

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ３,５７７,９７１

モーターボート競走事業

資 本 合 計 ３,５７７,９７１

負 債 資 本 合 計 ９,１１０,１５３



（単位  千円）

病院事業

補 助 金

病 院 事 業 収 益

医 業 収 益１

３

６

負 担 金 交 付 金

そ の 他 医 業 外 収 益

４ 長 期 前 受 金 戻 入

２

１ 入 院 収 益

２２１,５２３

１,９８８,５９４

備　　　　　　　考

２

１２,２８０,０５３

２２,６０７,９００

外 来 収 益

３

１９,３０１,７１３

５,２７６,４１０

項 目

３,０７８,４８７

１,７４５,２５０

予　　　　定　　　　額

４,３８５

９１,０９６

そ の 他 医 業 収 益

２

受 取 利 息 配 当 金

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

平 成 29 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

（収　　 　入）

１

医 業 外 収 益

款

１

６４２,２５０５ 資 本 費 繰 入 収 益

１３０,６３９

２２７,７００３ 附 帯 事 業 収 益



備　　　　　　　考

４３,１５７１ 外 来 収 益

６４２２ 長 期 前 受 金 戻 入

１８３,９０１３ そ の 他 附 帯 事 業 収 益

予　　　　定　　　　額

病院事業

款 項 目



（単位  千円）

費

附 帯 事 業 費 用３

１

款 項 目

１ 病 院 事 業 費 用

（支　　 　出）

給 与 費

１０,９４７,４３５１ 給 与 費

２０３,６２８

５,４３５,５３６２

長 期 前 払 消 費 税 償 却

１４５,４９６５

６９９,０１０

１２５,８５３

３

２３５,２７６４

経 費

２３,２１８

材 料 費

支払利息および企業債取扱諸

２,０５７,５９３

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

雑 損 失

材 料 費

３

４

２２７,７００

３,６４３,０３０

研 究 研 修 費

減 価 償 却 費

備　　　　　　　考予　　　　定　　　　額

医 業 費 用

病院事業

１

２

２ 医 業 外 費 用

１

２

３１４,６６３

２３,１５５,８００

２２,２２９,０９０

３,１２４



５

４ 減 価 償 却 費

３ １９,０１３

１,２２３

経 費

研 究 研 修 費

７１２

款 項 目 予　　　　定　　　　額

病院事業

備　　　　　　　考



（単位  千円）

備　　　　　　　考

１

１ ３,６４４

２,８４９,８００

２３,４５６負 担 金

１

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

企 業 債

項

２ 負 担 金

企 業 債

２３,４５６

予　　　　定　　　　額

２,８７６,９００

３

目

２,８４９,８００

３,６４４諸 収 入

（収　　 　入）

資 本 的 収 入

款

１

病院事業

諸 収 入

１



（単位  千円）

備　　　　　　　考

４,５３０,５００

１,６３０,６４４１ 企 業 債 償 還 金

１,６３０,６４４

１ 資 本 的 支 出

２

２ 企 業 債 償 還 金

１ 建 設 改 良 費

２,０１２,８８４４

（支　　 　出）

１ 建 物 費

款 項 予　　　　定　　　　額

２,８９９,８５６

８６９,６７９

有 形 固 定 資 産 購 入 費

病院事業

目

総 係 費 １２,１８４

５,１０９３ 建 設 利 息



（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）
（単位  千円）

１

２

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ２,８９９,８５６

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ２,８７２,７５６

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 ３,６４４

病院事業

平成29年度滋賀県病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△ ５５３,６３４

減 価 償 却 費

未 収 金 の 増 減 額 △

支 払 利 息

１２５,８５３

引 当 金 の 増 減 額 ８５,２９７

長 期 前 受 金 戻 入 額

２,０５８,３０５

長 期 前 払 消 費 税 償 却

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額 ５,２３５

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 △ ４,３８５

４０,２６３

未 払 金 の 増 減 額 ６８,１１５

△ ６４２,２５０

３１４,６６３

当 年 度 純 利 益

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額 ４,３８５

２３,４５６

資 本 費 繰 入 収 益

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

８８４,４９３

小 計 １,１９４,７７１

△ ３１４,６６３利 息 の 支 払 額

△ ２２２,１６５



３

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

資 金 期 末 残 高 ５,５８４,２８８

資 金 増 加 額 △ １２６,８５７

資 金 期 首 残 高 ５,７１１,１４５

１,６３０,６４４

２,８４９,８００建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

６４２,２５０

病院事業

１,８６１,４０６

△



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

給 与 費 明 細 書

1

1

－

－

8

病院事業

比　　較

本 年 度

区　　分

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

77,681

住 居 手 当

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

1

1,098

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

4,103,3901

4,298,779

合 計

1,101

57,273

△ 2

4,118,221

4,796

4,164,896

4,232,554(4)

4,160,663
1,106

(4)

13,170

4,233

14,831

職 員 数

(4)

特 別 職

1,107

1－

(4)

一 般 職

△ 4,33113,083

649,668

46,872

3

手 当

4,219,384

△ 8,374

79,395

△ 10,598

計

勤 勉 手 当

33,761

1,951 10,980

10,149,605

1,679,183

合　　　　　計

8,459,442 10,138,625

8,322,774 1,716,434

1,681,134

△ 37,251

10,072,969

5,760

9,029

1,722,194

△ 41,060

99,417

△ 18,972

117,696

△ 3,809

489,887

△ 22,781

△ 3,190△ 1,929

4,303,575

136,668

10,039,208

8,350,775

28,001

696,540

8,468,471

76,636

104,538

102,609

特殊勤務手当
初 任 給 調 整
手 当

通 勤 手 当

213,533

210,343485,5561,071,065

71,021

期 末 手 当

46,675

388,412

1,895

75,786 1,057,982

6

－

手　当　の　内　訳

368,731

19,681

89,801前 年 度

89,181

合 計

地 域 手 当扶 養 手 当

－

　　１　総　　　括

△ 620

資 本 勘 定 支 弁 職 員

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

法 定 福 利 費

 (－)

 (－)



千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

休日勤務手当

－

14,272

14,272656,935

－

宿 日 直 手 当

前 年 度

比　　較 2,878

本 年 度 72,686 72,961

時 間 外 勤 務
手 当

72,747 70,083

夜間勤務手当

673,646

退 職 手 当
管 理 職 員
特別勤務手当

18,641

271,093

管 理 職 手 当

20,462

100

60,225

60,100286,493

児 童 手 当

△ 125△ 1,821 15,400

100

病院事業

△ 16,711 △ 61

区　　分



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

 平成27年度の給与制度の総合的見直しによる給料の引下
 げに係る経過措置

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

 勤勉手当
　 改定実施時期        　　 　 　　平成28年12月１日

本年度  地域手当

その他の増減分

本 年 度

現 に 在 職 す る 職 員

増 減 事 由 別 内 訳

8,275千円

△ 8,275

　 改定実施時期　　 　　　　　　 　平成28年４月１日

　 改定実施時期        　　 　 　　平成29年４月１日

6

84

 地域手当、初任給調整手当

1,054

備 考

そ の 他 計

前年度

前年度

1,1011,017

70,070

　 改定実施時期　　 　 　        　平成28年４月１日

区　　分

説 明

63,769

△

区 分

53 1,107

△ 31

前 年 度

比　　較 37

71,021

△ 8,81946,675

手 当

職 員 構 成 の 異 動 等

病院事業

　　２　給料および手当の増減額の明細

給 料

増 減 額

951

 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　　 0.2％

本年度



 190,400  190,700

394,533

292,665

 159,600

293,249

（単位　円）

397,952

医療職(3)

福 祉 職医 療 職 (3)

福 祉 職

319,680

医 療 職 (2)

481,040

1,179,911 419,154

1,161,211 400,542

福 祉 職
医療職(1)

318,686

46.5

324,158

41.241.4 37.5

医 療 職 (1)

400,516

316,455

40.2

 171,700 151,900

424,413

 255,000

334,316

574,685

477,621

区　　　分 医療職(2)

平均給与月額 453,888

平 均 年 齢

 184,800

 150,500

 201,300

高　校　卒

大　学　卒

行 政 職

（単位　円・歳）

平成28年12月１日現在

区 分

　　３　給料および手当の状況

平均給料月額

平均給料月額

42.6

平均給与月額

平成27年12月１日現在

401,740

研 究 職

37.241.3

 210,800 190,700

42.6

 255,000

研 究 職

 151,200 151,900

医療職(3)

 150,500

　　　(1) 職員１人当たり給与

　　　(2) 初　任　給

488,285

病院事業

326,576

 151,200

一　　般　　会　　計　　の　　制　　度

46.7

行 政 職 医療職(2)

46.5

 171,700

587,325

医療職(1)

平 均 年 齢

401,740

 159,600

47.5

行 政 職

研 究 職

 184,800  210,800  190,400 201,300



 (1)
 184

 42

職 員 数

行 政 職
区 分

１ 級

医 療 職 (3)

構 成 比構 成 比

医 療 職 (1) 医 療 職 (2)

構 成 比 職 員 数

研 究 職

３ 級

平

成

28

年

12

月

１

日

現

在

1.9

６ 級

４ 級

７ 級 3.9

100.0

２ 級

計

７ 級

　　　(3) 級別職員数

９ 級

８ 級

構 成 比職 員 数

８ 級  2

９ 級

 5

 1

４ 級

 12

 4

 － －

 50

 41

 2

 7

 5

６ 級

５ 級

9.6

4.8

 7 6.7

 1

7.3 12

0.6

36.8

32.3
 (1)
 53

 (1)
 19

27.5  2

30.2  60 36.6

11.6

32.3  2

 173

 203

 7

 (2)

5.1  － － － －

27.9  19 27.3

 164

 172

100.0

 13

－
 (1)

11.6

10.0
 54

 －8.3  －

 1

 51

 43

 64 10.634.6

2.6

 162

 180 29.7

38.3

25.6 13.5 21

7.1

100.0

26.7

35.9

 16

100.0

病院事業

 (2)

1.9 2  －

 3 60.0

 2

 －

 3

12.5

 7

41.3
 (1)
 43

 10

－

 1

 －

70.0

 1

 －

100.0

3.8

 56

 －

30.4

 (1)
 11

16.7

 12 100.0

－

 －

 －

32.3

16.7

 －

 －

 －

100.0

 －

100.0

 2

100.0
 156

 606

１ 級

計

40.8

－

－

平

成

27

年

12

月

１

日

現

在

 24
 (1)

５ 級

40.0

３ 級

 103

 34

 5

２ 級 11

4.9

11.6

10.7

 133

23.3

 5

100.0

8.3 1 66 10.5

職 員 数

（単位　人・％）

 －

58.3

福 祉 職

20.0

－ －

 10

0.6

1.9

100.0  136
 (2)

13

 (2)

－  38

 －

 －

 629

 (1)
 22

40.0

 2

1.0

60.0

 104

21.2

2.4

構 成 比

 1 1.0

職 員 数

 5

 15

1.0

職 員 数

100.0

構 成 比



 549

部 長（困難）

比 率

 1

号 給 数 別 内 訳

職 員 数 (A)

(B)

2 号 給

(A)

68.9

 36

病院事業

本

年

度

総 長

 929

副院長（困難） 医 長
副医長（困難）

副 院 長

 9

 132

 111

福 祉 職

 12

 8

 620

 1

75.0

医 員

 102

 74  101

 －

医 療 職 (1)研 究 職

 134

医 療 職 (2)

 1

 3

医 療 職 (3)

（単位　人・％）

2 級

医 員（困難）

 －

部 長病 院 長

区 分

医 療 職 (1)

副 医 長

4 級

 88

 45

 192  11

 221

8 号 給

2 号 給

4 号 給

 8

区 分

　　　(4) 昇　　給

昇 給 に 係 る 職 員 数

 1,033

4 号 給  659

行 政 職合 計

職 員 数  1,027  105

 805

(B)/(A) 89.9

6 号 給

比 率

6 号 給

8 号 給

前

年

度

(B)

号 給 数 別 内 訳

昇 給 に 係 る 職 員 数

(B)/(A)

 1

86.3

 74

 8

 73

 －  19

 －

 －

60.0

 3

78.4

 28  －

 144

 110

 17

 18

69.5

84.1 94.2

 1

 19

 169

81.7

 －

 500

 9

 －

 19

 330 53  3  83

 161

 111

 612

82.7

 584

 1  －

 12

 8

 －

 －

 24

 395

 6

83.3

 18

 5

 17

 2

 6

 9

60.0 66.7

 2

 132

 79

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

 － 4

1 級3 級

 3

 162 5



代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

支 給 額 の 多 い 手 当

全 職 種区 分

　　　(5) 特殊勤務手当

多くの職員に支給されている手当

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

区 分
6 月 12 月

本 年 度

前 年 度

一 般 会 計 の 制 度

(1.05)
2.075

病院事業

(1.05)
2.075

(1.025)
2.025

(1.175)
2.175

(1.20)
2.225

有

医 療 職 (3)

64.6

支給対象職員１人当たり平均支給月額

0.6

支 給 対 象 職 員 の 比 率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

32,910

3.6

38.2

4,700

有

夜間看護等手当、業務管理手当、放射線取扱手当

夜間看護等手当、放射線取扱手当、毒物および劇物取扱手当

48.9

支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

(1.20)
2.225

（単位　月）

28,301

0.7

医 療 職 (2)行 政 職 医 療 職 (1)

0.4

69,316

福 祉 職

（平成28年12月１日現在　単位　％・円）

有

3.72.9

25,993 29,933

84.0

職制上の段階、職務の

50.0

5.5

支　 給　 率　 計

6,980

研 究 職

60.09.2

級等による加算措置
備 考

(2.25)
4.30

(2.25)
4.30

(2.20)
4.20



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く。）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

35年勤続の者 最 高 限 度 備 考

49.59

49.5934.582525.55625

区 分 20年勤続の者 25年勤続の者

病院事業

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

49.59

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

　　　(8) その他の手当

25.55625 34.5825

支　　　　給　　　　率　　　　等 49.59

差 異 の 内 容

（2％～45％加算）

（2％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

（単位　月）



（単位  千円）

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

( )

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

平 成 28 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 29 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

そ　の　他期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金

成 人 病 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 170,000 　　　　　　－ － 平成29年度から 155,520 － － 155,520

743,466 － － 743,466

患 者 給 食 業 務 平成31年度まで

手術室・中央滅菌室消毒滅菌業務 平成30年度まで

成 人 病 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 760,771 　　　　　　－ － 平成29年度から

－ － 47,817

病 棟 寝 具 賃 借 平成31年度まで

成 人 病 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 47,817 　　　　　　－ － 平成29年度から 47,817

－ － 2,748

病 棟 カ ー テ ン 賃 借 平成32年度まで

小児保健医療センター運営管理事業 5,544 　　　　　　－ － 平成29年度から 2,748

43,911 － － 43,911

病 棟 寝 具 ・ 被 服 賃 借 平成32年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 44,924 　　　　　　－ － 平成29年度から

－ － 569,819

施 設 総 合 管 理 業 務 平成31年度まで

成 人 病 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 569,819 　　　　　　－ － 平成30年度から 569,819

－ － 137,637

物 品 管 理 業 務 平成32年度まで

成 人 病 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 137,637 　　　　　　－ － 平成30年度から 137,637

病院事業

－ － 369,342

清 掃 業 務 平成32年度まで

成 人 病 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 369,342 　　　　　　－ － 平成30年度から 369,342



( )

( )

( )

( )

( )

病院事業

平 成 28 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 29 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

そ　の　他

成 人 病 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 12,008 　　　　　　－ － 平成30年度から 12,008 － － 12,008

期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金

40,338 － － 40,338

清 掃 業 務 平成31年度まで

病 棟 清 拭 タ オ ル 賃 借 平成31年度まで

小児保健医療センター運営管理事業 40,338 　　　　　　－ － 平成30年度から

16,000 － －

中 央 監 視 設 備 整 備

精 神 医 療 セ ン タ ー 病 院 整 備 事 業 16,000 　　　　　　－ － 平 成 30 年 度 16,000

140,261 － － 140,261

患 者 給 食 業 務 平成31年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 140,261 　　　　　　－ － 平成30年度から

－ － 43,305

清 掃 業 務 平成32年度まで

精 神 医 療 セ ン タ ー 運 営 管 理 事 業 43,305 　　　　　　－ － 平成30年度から 43,305

－ － 204,135

平成32年度まで

院 内 保 育 所 運 営 業 務 204,135 　　　　　　－ － 平成30年度から 204,135



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

イ

ロ

ハ

イ

ロ

病院事業

出 資 金 ５,７００

無 形 固 定 資 産 合 計 ８,３０１

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権 ２,８７７

そ の 他 無 形 固 定 資 産 ４,２９８

施 設 利 用 権 １,１２６

有 形 固 定 資 産 合 計 ３３,７８４,４０１

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ８０,４６８△         ７,９５６

減 価 償 却 累 計 額 １１,０７５,６５１△  ４,３７０,６４８

リ ー ス 資 産 ８８,４２４

減 価 償 却 累 計 額 １０,８８０△         ９５６

工 具 器 具 お よ び 備 品 １５,４４６,２９９

減 価 償 却 累 計 額 ８４３,７３１△       ４８３,８０３

車 両 お よ び 運 搬 具 １１,８３６

減 価 償 却 累 計 額 ２４,７７１,５９２△  ２２,７３９,６４０

構 築 物 １,３２７,５３４

長 期 前 払 消 費 税 １,２００,２７１

平 成 29 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　30　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ６,１８１,３９８

建 物 ４７,５１１,２３２

(1) 有 形 固 定 資 産



２

３

イ

イ

４

イ

(2) 未 払 金 １,７５２,９７８

企 業 債

企 業 債 合 計 １,６５４,６４２

(3) 前 受 金 １４,１９０

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための １,６５４,６４２

固 定 負 債 合 計 ２８,６７７,５６２

流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金 ３,９９２,３３７

引 当 金 合 計 ３,９９２,３３７

(2) 引 当 金

建設改良費等の財源に充てるための ２４,６８５,２２５
企 業 債

企 業 債 合 計 ２４,６８５,２２５

固 定 負 債

(1) 企 業 債

資 産 合 計 ４３,４１４,２１０

負　　　　債　　　　の　　　　部

流 動 資 産 合 計 ８,４１５,５３７

貸 倒 引 当 金 ２９,６５８△         ２,７５７,４５４

(3) 貯 蔵 品 ７３,７９５

(2) 未 収 金 ２,７８７,１１２

(1) 現 金 預 金 ５,５８４,２８８

固 定 資 産 合 計 ３４,９９８,６７３

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,２０５,９７１

病院事業

(4) 引 当 金



イ

ロ

５

６

７

イ

ロ

イ

病院事業

資 本 合 計 ７,７４８,０４５

負 債 資 本 合 計 ４３,４１４,２１０

欠 損 金 合 計

剰 余 金 合 計 ８,６６７,０４６△    

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １４,８２１,７２４

資 本 剰 余 金 合 計 ６,１５４,６７８

１４,８２１,７２４

(2) 欠 損 金

寄 附 金 ４０,５００

受 贈 財 産 評 価 額 ６,１１４,１７８

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 １６,４１５,０９１

繰 延 収 益 合 計 ２,７２１,６９８

負 債 合 計 ３５,６６６,１６５

収 益 化 累 計 額 １,９４７,１０４△    ２,７２１,６９８

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ４,６６８,８０２

流 動 負 債 合 計 ４,２６６,９０５

引 当 金 合 計 ６３３,８６４

(5) 預 り 金 ２１１,２３１

賞 与 引 当 金 ５３０,０７６

法 定 福 利 費 引 当 金 １０３,７８８



Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定している。）

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　３～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　３～50年

　　　　　車両および運搬具　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　２～20年

　　(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における病院事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各会計

　　　における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 641,817千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(4) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

病院事業

注 記

（平 成 30 年 ３ 月 31 日）



　　　計上している。

　４　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成29年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　平成29年度予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

　　　　平成30年度以降の元金償還額　　　　　　　２６，３３９，８６７千円

　　　　平成30年度以降の一般会計の負担見込額　　１４，１２５，１５８千円　※

　　※地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　　病院事業会計では、滋賀県立成人病センター、滋賀県立小児保健医療センター、滋賀県立精神医療センターおよび経営管理課により病院事業を運営しており、各病院等で

　　運営方針等を決定していることから、県立３病院および経営管理課の４つを報告セグメントとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する病院等の内容は以下のとおりである。

病院事業



滋賀県立成人病センター (1) 成人病の予防に関すること。

(2) 成人病の専門的医療に関すること。

(3) 成人病の専門的健康相談および保健指導に関すること。

(4) 成人病の調査研究に関すること。

(5) 成人病の教育研修に関すること。

(6) 専門的リハビリテーション医療に関すること。

滋賀県立小児保健医療センター (1) 小児の保健に関すること。

(2) 専門的な療育相談、発達相談および小児の保健指導に関すること。

(3) 小児の専門的医療および機能訓練に関すること。

(4) 小児保健医療の調査研究に関すること。

(5) 小児保健医療の教育研修に関すること。

滋賀県立精神医療センター (1) 精神的健康の保持および増進に関すること。

(2) 精神障害者等の専門的な医療に関すること。

(3) 精神障害者等の社会復帰を促進するための生活の訓練および指導に関すること。

(4) 精神障害者等の医療の調査研究に関すること。

経営管理課 病院事業庁全般に関する事項の総合調整に関すること。等

　２　報告セグメントごとの予定貸借対照表　

（平成30年３月31日） （単位：千円）

合　　　計

固 定 資 産 ２７,４３０,８０７ ２,２９５,９１０ ３,７２１,２２１ １,５５０,７３５ ３４,９９８,６７３

病院事業

セ グ メ ン ト 区 分 業　　　務　　　の　　　内　　　容　　

成人病センター 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課



Ⅴ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　　なし

Ⅵ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として 183,390千円を支給するため、退職給付引当金 165,379千円を取り崩す。

病院事業

負 債 資 本 合 計 ３０,４０１,６７２ ５,５５８,７５２ ５,８３８,７０１ １,６１５,０８５ ４３,４１４,２１０

資 本 合 計 ６１１,０２７△       ３,６５９,８５１ ３,１４８,４８６ １,５５０,７３５ ７,７４８,０４５

８,６６７,０４６△    

資 本 金 １１,４１５,５２９ ２,５０９,９１７ ２,４８９,６４５  － １６,４１５,０９１

剰 余 金 １２,０２６,５５６△  １,１４９,９３４ ６５８,８４１ １,５５０,７３５

３５,６６６,１６５

繰 延 収 益 １,４２５,６４６ ５３,９３５ １,２４２,１１７  － ２,７２１,６９８

負 債 合 計 ３１,０１２,６９９ １,８９８,９０１ ２,６９０,２１５ ６４,３５０

４,２６６,９０５

固 定 負 債 ２６,１５１,８９４ １,３８９,９２０ １,０９０,７０８ ４５,０４０ ２８,６７７,５６２

流 動 負 債 ３,４３５,１５９ ４５５,０４６ ３５７,３９０ １９,３１０

４３,４１４,２１０

流 動 資 産 ２,９７０,８６５ ３,２６２,８４２ ２,１１７,４８０ ６４,３５０ ８,４１５,５３７

資 産 合 計 ３０,４０１,６７２ ５,５５８,７５２ ５,８３８,７０１ １,６１５,０８５



（単位  千円）

１

２

３

４

５ 附 帯 事 業 収 益

(3) 雑 損 失 ６７０,７１６ １,０５６,０８１

(2) 長 期 前 払 消 費 税 償 却 １２１,２００

医 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 お よ び 企 業 債 取 扱 諸 費 ２６４,１６５

(6) そ の 他 医 業 外 収 益 １１７,６９２ ３,１１５,９４９

(5) 資 本 費 繰 入 収 益 ６３３,０４１

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 ２１９,６３３

(3) 負 担 金 交 付 金 ２,０３２,１５５

(2) 補 助 金 １０３,６９３

(1) 受 取 利 息 配 当 金 ９,７３５

医 業 損 失 ２,２６４,２１３

医 業 外 収 益

(5) 研 究 研 修 費 １４８,０９７ ２１,２４５,９９７

(4) 減 価 償 却 費 １,８６１,４９８

(3) 経 費 ３,５０１,３９６

(2) 材 料 費 ４,９４０,４７０

医 業 費 用

(1) 給 与 費 １０,７９４,５３６

(3) そ の 他 医 業 収 益 １,６８５,１６９ １８,９８１,７８４

(2) 外 来 収 益 ４,８５０,９９４

(1) 入 院 収 益 １２,４４５,６２１

病院事業

平 成 28 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

医 業 収 益



６

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １４,２６８,０９０

病院事業

前 年 度 繰 越 欠 損 金 １４,０６５,２４５

当 年 度 純 損 失 ２０２,８４５

経 常 損 失 ２０２,８４５

(5) 研 究 研 修 費 １,１７５ ２２４,８９６ ２,０６１,３６８

(4) 減 価 償 却 費 ９１０

(3) 経 費 １８,１２３

(2) 材 料 費 ２,９５２

附 帯 事 業 費 用

(1) 給 与 費 ２０１,７３６

(2) そ の 他 附 帯 事 業 収 益 １７８,４０８ ２２６,３９６

(1) 外 来 収 益 ４７,９８８



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

イ 出 資 金 ５,７００

無 形 固 定 資 産 合 計 １１,４２０

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

電 話 加 入 権 ２,８７７

そ の 他 無 形 固 定 資 産 ７,１２８

施 設 利 用 権 １,４１５

有 形 固 定 資 産 合 計 ３３,１５３,２８７

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 ７６,６５１△         １１,７７３

建 設 仮 勘 定 ３６７,４５７

減 価 償 却 累 計 額 １０,４２６,５１２△  ３,１５６,００５

リ ー ス 資 産 ８８,４２４

減 価 償 却 累 計 額 １０,６６０△         １,１７６

工 具 器 具 お よ び 備 品 １３,５８２,５１７

減 価 償 却 累 計 額 ８２３,９９３△       ４６４,１０４

車 両 お よ び 運 搬 具 １１,８３６

減 価 償 却 累 計 額 ２３,３８９,３２０△  ２２,９７１,３７４

構 築 物 １,２８８,０９７

病院事業

平 成 28 年 度 滋 賀 県 病 院 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　29　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

土 地 ６,１８１,３９８

建 物 ４６,３６０,６９４

(1) 有 形 固 定 資 産



ロ

２

３

イ

イ

４

イ

病院事業

(3) 前 受 金 １４,１９０

企 業 債

企 業 債 合 計 １,６２１,７３８

(2) 未 払 金 １,６８４,８６３

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための １,６２１,７３８

固 定 負 債 合 計 ２７,４２１,３５８

流 動 負 債

退 職 給 付 引 当 金 ３,９２２,３８５

引 当 金 合 計 ３,９２２,３８５

(2) 引 当 金

企 業 債

企 業 債 合 計 ２３,４９８,９７３

(1) 企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための ２３,４９８,９７３

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 ８,５０３,９９４

資 産 合 計 ４２,７９２,２０４

(3) 貯 蔵 品 ７３,７９５

貸 倒 引 当 金 ２７,７９５△         ２,７１９,０５４

(2) 未 収 金 ２,７４６,８４９

(1) 現 金 預 金 ５,７１１,１４５

固 定 資 産 合 計 ３４,２８８,２１０

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １,１２３,５０３

長 期 前 払 消 費 税 １,１１７,８０３



イ

ロ

５

６

７

イ

ロ

イ

負 債 資 本 合 計 ４２,７９２,２０４

欠 損 金 合 計 １４,２６８,０９０

剰 余 金 合 計 ８,１１３,４１２△    

資 本 合 計 ８,３０１,６７９

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １４,２６８,０９０

資 本 剰 余 金 合 計 ６,１５４,６７８

(2) 欠 損 金

寄 附 金 ４０,５００

受 贈 財 産 評 価 額 ６,１１４,１７８

剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 １６,４１５,０９１

繰 延 収 益 合 計 ２,９１６,７６３

負 債 合 計 ３４,４９０,５２５

(2) 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金 １１５,６５１

収 益 化 累 計 額 １,７２４,９３９△    ２,８０１,１１２

繰 延 収 益

(1) 長 期 前 受 金 ４,５２６,０５１

流 動 負 債 合 計 ４,１５２,４０４

引 当 金 合 計 ６２０,３８２

(5) 預 り 金 ２１１,２３１

賞 与 引 当 金 ５２４,７０８

法 定 福 利 費 引 当 金 ９５,６７４

(4) 引 当 金

病院事業



（平　成　29　年　３　月　31　日）

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１　たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定している。）

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　　　３～50年

　　　　　構築物　　　　　　　　３～50年

　　　　　車両および運搬具　　　４～５年

　　　　　工具器具および備品　　２～20年

　　(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

　３　引当金の計上方法

　　(1) 退職給付引当金

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における病院事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各会計

　　　における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる 1,014,655千円を除いて計上している。

　　(2) 賞与引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(3) 法定福利費引当金

　　　　職員の期末手当および勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため、当事業年度末における支払見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

　　(4) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

注 記

病院事業



　　　計上している。

　４　その他の計算書類の作成のための基本となる重要事項

　　(1) 消費税等の会計処理

  　　　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ　平成28年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

　　なし

Ⅲ　平成28年度予定貸借対照表に関する注記

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

　　　　平成29年度以降の元金償還額　　　　　　　２５，１２０，７１１千円

　　　　平成29年度以降の一般会計の負担見込額　　１３，６７５，４９７千円　※

　　※地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号）の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　　病院事業会計では、滋賀県立成人病センター、滋賀県立小児保健医療センター、滋賀県立精神医療センターおよび経営管理課により病院事業を運営しており、各病院等で

　　運営方針等を決定していることから、県立３病院および経営管理課の４つを報告セグメントとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する病院等の内容は以下のとおりである。

病院事業



滋賀県立成人病センター (1) 成人病の予防に関すること。

(2) 成人病の専門的医療に関すること。

(3) 成人病の専門的健康相談および保健指導に関すること。

(4) 成人病の調査研究に関すること。

(5) 成人病の教育研修に関すること。

(6) 専門的リハビリテーション医療に関すること。

滋賀県立小児保健医療センター (1) 小児の保健に関すること。

(2) 専門的な療育相談、発達相談および小児の保健指導に関すること。

(3) 小児の専門的医療および機能訓練に関すること。

(4) 小児保健医療の調査研究に関すること。

(5) 小児保健医療の教育研修に関すること。

滋賀県立精神医療センター (1) 精神的健康の保持および増進に関すること。

(2) 精神障害者等の専門的な医療に関すること。

(3) 精神障害者等の社会復帰を促進するための生活の訓練および指導に関すること。

(4) 精神障害者等の医療の調査研究に関すること。

経営管理課 病院事業庁全般に関する事項の総合調整に関すること。等

　２　報告セグメントごとの予定損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで） （単位：千円）

合　　　計

医 業 収 益 １５,０８９,２６０ ２,３６９,６１２ １,４０５,２４８ １１７,６６４ １８,９８１,７８４

成人病センター 小児保健医療センター 精神医療センター

病院事業

セ グ メ ン ト 区 分 業　　　務　　　の　　　内　　　容　　

経営管理課



（※）経営管理課から各センターに配賦している本部経費（本部費配賦額）については、各センターにおいては費用に、経営管理課においては収益となるが、同一会計

　　　内での資金移動となり、病院事業会計全体としては収益および費用とはならないため、重複分については経営管理課から控除している。

　３　報告セグメントごとの予定貸借対照表

（平成29年３月31日） （単位：千円）

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 １４,４２６,７２６ ５１３,５３３△       ３５４,８９７  － １４,２６８,０９０

前 年 度 繰 越 欠 損 金 １４,１９２,２３２ ４８６,７１３△       ３５９,７２６  － １４,０６５,２４５

当 年 度 純 損 失 ２３４,４９４ ２６,８２０△         ４,８２９△            － ２０２,８４５

経 常 損 失 ２３４,４９４ ２６,８２０△         ４,８２９△            － ２０２,８４５

附 帯 事 業 費 用  － ２２４,８９６  －  － ２２４,８９６

附 帯 事 業 収 益  － ２２６,３９６  －  － ２２６,３９６

３,１１５,９４９

医 業 外 費 用 ８８８,００９ ８８,７０７ ７６,２１７ ３,１４８ １,０５６,０８１

１,３２９,９４０ ３８０,０８８ ５４４,５１１ ９,６７４ ２,２６４,２１３

医 業 外 収 益 １,９８３,４５５ ４９４,１１５ ６２５,５５７ １２,８２２

２,７４９,７００ １,９４９,７５９ １２７,３３８ ２１,２４５,９９７

病院事業

成人病センター 小児保健医療センター

医 業 費 用 １６,４１９,２００

合　　　計

固 定 資 産 ２６,９１６,２７８ １,９５１,０９２ ３,８７０,１０５ １,５５０,７３５ ３４,２８８,２１０

成人病センター 小児保健医療センター 精神医療センター 経営管理課

精神医療センター 経営管理課

医 業 損 失

合　　　計



Ⅴ　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　　なし

Ⅵ　その他の注記

　１  退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　　　当事業年度において、退職手当として 177,651千円を支給するため、退職給付引当金 177,651千円を取り崩す。

病院事業

負 債 資 本 合 計 ２９,８７９,９４８ ５,２４３,６０２ ６,０６０,８１９

資 本 金 １１,４１５,５２９ ２,５０９,９１７ ２,４８９,６４５

流 動 負 債 ３,３０７,５１１ ４８３,１７６ ３４０,９２１

１,６０７,８３５ ４２,７９２,２０４

資 本 合 計 ６３,８３３△         ３,６６６,９５１ ３,１４７,８２６ １,５５０,７３５ ８,３０１,６７９

剰 余 金 １１,４７９,３６２△  １,１５７,０３４ ６５８,１８１ １,５５０,７３５ ８,１１３,４１２△    

 － １６,４１５,０９１

負 債 合 計 ２９,９４３,７８１ １,５７６,６５１ ２,９１２,９９３ ５７,１００ ３４,４９０,５２５

繰 延 収 益 １,５４６,７３５ ６１,１７３ １,３０８,８５５  － ２,９１６,７６３

２０,７９６ ４,１５２,４０４

固 定 負 債 ２５,０８９,５３５ １,０３２,３０２ １,２６３,２１７ ３６,３０４ ２７,４２１,３５８

資 産 合 計 ２９,８７９,９４８ ５,２４３,６０２ ６,０６０,８１９ １,６０７,８３５ ４２,７９２,２０４

流 動 資 産 ２,９６３,６７０ ３,２９２,５１０ ２,１９０,７１４ ５７,１００ ８,５０３,９９４



（単位  千円）

平 成 29 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 お よ び 支 出
（収　　 　入）

款

工 業 用 水 道 事 業 収 益

工業用水道事業

１

１ 営 業 収 益

備　　　　　　　考

１１７,３８３

長 期 前 受 金 戻 入

６,０３０

１,２８０,９００

１

予　　　　定　　　　額

１

１,１６３,５１７

目

２

給 水 収 益

８９９

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

１,１６３,５１７

６３６

１０９,８１８

２ 営 業 外 収 益

雑 収 益

３

他 会 計 負 担 金

４

項



（単位  千円）

費

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

２８７３ 雑 支 出

（支　　 　出）

工業用水道事業

１

款

５５８,２７０

３６６,７６０

１４６,９９３１ 総 係 費

支払利息および企業債取扱諸

６０,５８６

２

５３,７９８２

６,５０１１

１９１４ 資 産 減 耗 費

業 務 費

工 業 用 水 道 事 業 費 用

備　　　　　　　考

１,０７２,２１４

１,１３２,８００

１ 営 業 費 用

項 目 予　　　　定　　　　額

３ 減 価 償 却 費

２ 営 業 外 費 用



（単位  千円）

９７,１００

工業用水道事業

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

諸 収 入

項 予　　　　定　　　　額

（収　　 　入）

款

９４,１００他 会 計 貸 付 金 償 還 金

９７,１００

工 事 負 担 金 ３,０００

１

１

２

資 本 的 収 入

１

備　　　　　　　考目



（単位  千円）

１,２４８１ 有 形 固 定 資 産 購 入 費

２ 企 業 債 償 還 金

１,２４８３ 固 定 資 産 購 入 費

３６,６７４

３６,６７４１ 企 業 債 償 還 金

総 係 費

７２,４４１２ 構 築 物 費

１ 建 設 改 良 費 ９１,０７８

１８,６３７１

備　　　　　　　考

１２９,０００１ 資 本 的 支 出

予　　　　定　　　　額款 項 目

（支　　 　出）

工業用水道事業



（単位  千円）

１

２

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

工業用水道事業

△

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額

未 払 金 の 減 少 額

６,０３０

小 計

６,５０１

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ５７６,６０７

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

５７７,０７８

△

６,５０１

未 収 金 の 増 加 額 ２,０００

△ ３８,３７０

△ １,１６６

１０９,８１８

３３１

２７,８０４

△ ６,０３０

△ １５,２９９

５,２２０

た な 卸 資 産 の 増 加 額

雑 支 出 （ 控 除 対 象 外 消 費 税 等 ）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

１４２,９３８

平成29年度滋賀県工業用水道事業予定キャッシュ･フロー計算書

当 年 度 純 利 益

１９１

５５８,２７０減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

８,４７６

３０

△

賞 与 等 引 当 金 の 増 加 額

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額

長 期 前 受 金 戻 入 額

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

修 繕 引 当 金 の 減 少 額

特 別 修 繕 引 当 金 の 増 加 額

支 払 利 息

利 息 の 支 払 額



３

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

５,０５３,６７４

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△ ３６,６７４

４,５０８,９６７

△ ３６,６７４

１０,２４２

５４４,７０７

８２,０８４

９４,１００

３,０００

４,７７４

資 金 増 加 額

資 金 期 首 残 高

工業用水道事業

資 金 期 末 残 高

△

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入

△

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

他 会 計 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

前 年 度

給 与 費 明 細 書

△ 554

2,455

比　　較

 12

合 計

－

区　　分

損 益 勘 定 支 弁 職 員 55,253

資 本 勘 定 支 弁 職 員

工業用水道事業

手　当　の　内　訳 △ 572

 13

 (1)

合　　　　　計

合 計

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

154,963

8,687

20,964

手 当

47,589 102,842

4,90821,493

50,420

2,831

59,366

法 定 福 利 費
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計

21,98349,219

特 別 職

 (1)

－ 1

職 員 数

－

一 般 職

－

－

 12

 (1)

57,360

4,113

△ 18,006

86

1,451

2,541

時 間 外 勤 務
手 当

8,395

130,750

19,513

△ 5,927

106,579

特殊勤務手当

109,786

6,944

122,355

128,562

26,401

3,155

△ 8,693

△ 3,737

△ 18,286

△ 14,549

△ 1,162

488

△ 7,486

15,253 9,5024,586

 (－)
△ 2

勤 勉 手 当

10,664

△ 3,008

12,806

 15
70,166

△ 10,800

－

5,140

△ 2,107

18,261

3資 本 勘 定 支 弁 職 員

地 域 手 当

合 計  (1)

資 本 勘 定 支 弁 職 員 △ 2

－

扶 養 手 当

損 益 勘 定 支 弁 職 員  (－)

住 居 手 当

97

期 末 手 当

57,906

△ 1,630 △ 2,470

△ 5,856

128,072

△ 3,457

26,891

△ 6,207

△ 24,213

5,612

4,929

通 勤 手 当

75

△ 614 △ 11

本 年 度

391

1,883

　　１　総　　　括

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

－

－

損 益 勘 定 支 弁 職 員

－

△ 683



千円 千円 千円 千円 千円 千円

△ 539△ 190

休日勤務手当

1,057

9,015

1,372本 年 度

前 年 度

△ 1 △ 31

257

比　　較

5

6

工業用水道事業

区　　分

226

夜間勤務手当

8,476

児 童 手 当退 職 手 当

1,268

△ 211

1,562

△ 7

管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当

27

34

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

　　　　　  平成27年度の給与制度の総合的見直しによる給料の引下
 げに係る経過措置

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

 勤勉手当

本年度  地域手当

一般会計に準じて改定

その他の増減分

現 に 在職 する 職員

比　　較 －

計

前年度

－13本 年 度

△ 2

説 明

前年度

備 考

そ の 他

前 年 度

区　　分

給 料

工業用水道事業

△ 10,800

手 当

△ 49

区 分

△ 7,486 967

△ 11,219 職 員 構 成 の 異 動 等

増 減 事 由 別 内 訳

468

△

増 減 額

　　２　給料および手当の増減額の明細

△ 8,453

13

－ 15

△ 2

　 改定実施時期　　 　 　        　平成28年４月１日

　 改定実施時期        　　 　 　　平成29年４月１日

 地域手当

本年度

　 改定実施時期　　 　　　　 　　  平成28年４月１日
 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　 　0.2％

11,219千円

15

　 改定実施時期        　　 　 　　平成28年12月１日



行 政 職

　　　(2) 初　任　給 （単位　円）

361,884

区 分

高 校 卒

大 学 卒

456,138

 184,800

区 分

工業用水道事業

47.1

平均給与月額

平 均 年 齢

　　３　給料および手当の状況

　　　(1) 職員１人当たり給与

平成27年12月１日現在

平成28年12月１日現在

平均給与月額

行 政 職

 150,500

行 政 職

平均給料月額  150,500

（単位　円・歳）

48.1

 184,800445,665

一般会計の制度

平均給料月額

348,140

平 均 年 齢



 13

7.7

7.7

平

成

28

年

12

月

１

日

現

在

区 分
職　員　数

行 政 職

 3
23.1

 1

６ 級

 3

 －

平

成

27

年

12

月

１

日

現

在

33.3

20.0

38.4

７ 級

 2

 (1)

 1

構　成　比

 －

 1

15.4

 (1)

 2

6.7

20.0

100.0

 1

　　　(3) 級別職員数 （単位　人・％）

 5

7.7

 －

２ 級

４ 級

１ 級

 (1)
 15

計

５ 級

２ 級

 1

100.0

 －

13.3

6.7

 (1)
３ 級

 5

工業用水道事業

１ 級

計

７ 級

６ 級

５ 級

 3

４ 級

３ 級



参 事

工業用水道事業

主 幹
主 査

（困 難）

 －

主任主事

係 長

技 師

3 級

（困 難）

 (高 度）

 (高 度）
主任技師係 長

 7

 1

 1

 －

（困 難）

主 事

(B)/(A)

本

年

度

（困 難）

2 級4 級

主任主事
主任技師

課 長

号 給 数 別 内 訳

 15

(B)/(A) 53.8

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

比 率

号 給 数 別 内 訳

課長補佐

 －

課長補佐

比 率

8 号 給

6 級

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

 7

区 分

職 員 数

7 級

(A)

4 号 給

2 号 給

行 政 職

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

前

年

度

区 分

 5

8 号 給

6 号 給

 －

行 政 職

2 号 給

（困 難）

職 員 数

4 号 給

6 号 給

 13(A)

主 幹

昇 給 に 係 る 職 員 数 (B)

5 級

46.7

 7



支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

（平成28年12月１日現在　単位　％・円）

支給対象職員１人当たり平均支給月額

本 年 度
(1.05)
2.075

行 政 職

有

工業用水道事業

有

支給額の多い手当

区 分

支 給 対 象 職 員 の 比 率

一 般 会 計 の 制 度
(1.05)
2.075

代表的な特殊
勤務手当の名
称

区 分 職制上の段階、職務の

(1.20)
2.225

支　 給　 率　 計

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

(2.20)
4.20

0.0

16.2

級等による加算措置

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

前 年 度

毒物および劇物取扱手当

(1.20)
2.225

(2.25)
4.30

(1.025)
2.025

1,245

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

　　　(5) 特殊勤務手当

6 月
備 考

毒物および劇物取扱手当

12 月

（単位　月）

(1.175)
2.175

(2.25)
4.30

有



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

25年勤続の者

49.59

備 考

（2％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

35年勤続の者 最 高 限 度

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区 分

25.55625

20年勤続の者

工業用水道事業

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

支　　　　給　　　　率　　　　等

同　　　　　じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

34.5825

（2％～45％加算）

　　　(8) その他の手当

25.55625 49.59 49.59

49.59

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当

差 異 の 内 容

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

34.5825

（単位　月）



（単位  千円）

事

－

平成29年度から 101,513 － －

平成32年度まで

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

平 成 28 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 29 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

国 補 助 金企　業　債金　　額 期　　　　間 金　　額 そ　の　他期　　　　間

平 成 28 年 度

46,051

吉川浄水場次亜塩注入設備更新工

46,051

101,513浄 水 場 運 転 管 理 業 務 135,738 25,410

南 部 工 業 用 水 道 改 良 事 業 46,051 － 平 成 30 年 度 － －

工業用水道事業



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

イ

５３６,６５４△       

１,３０６,１３８

７６９,４８４

１２２,３１８

３,１９７

１３,４４８,５８７

５７６,５３３

１６,５１４

４７３,２８９

３３,７９０

８７

１３８,９１９

９,０６１

２,１３９

２,０００

車 両 運 搬 具

(1)

工 具 器 具 お よ び 備 品

(3)

１,８３４,２７４

６,４６６,２５１

４,５９８,２５８

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

４,６３１,９７７△    

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 お よ び 装 置

水 利 権

８,２６３,０３８

投 資 そ の 他 の 資 産

工業用水道事業

(2)

施 設 利 用 権

減 価 償 却 累 計 額

出 資 金

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

地 上 権

平 成 29 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平 成 30 年 ３ 月 31 日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

２４,７２９△         

８,８５０,３２９△    

１,０５８△           

固 定 資 産



ロ

ハ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

９９８,２８０

３４,２０１

１３１,２８７

９９,１０５

８,６２１,００１

１３,７８８,５７５

１５

２１９,０４４

３３３,６８０

特 別 修 繕 引 当 金

現 金 預 金

企 業 債

流 動 資 産

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

６６４,６００

５,１６７,５７４

４３４,２０８

３３３,６８０

企 業 債 合 計

２１７,０２９

引 当 金(2)

(1)

修 繕 引 当 金

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

企 業 債

引 当 金 合 計

流 動 負 債

(1)

固 定 負 債 合 計

工業用水道事業

長 期 貸 付 金

預 託 金

流 動 資 産 合 計

固 定 負 債

資 産 合 計

(1)

退 職 給 付 引 当 金

未 収 金(2)

固 定 資 産 合 計

(3)

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

負　　　　債　　　　の　　　　部

８,９００

５,０５３,６７４

貯 蔵 品

１０５,０００

企 業 債 合 計 ３４,２０１



イ

ロ

ハ

５

イ

ロ

ハ

６

７

イ

ロ

ハ

賞 与 等 引 当 金 ９,０８８

特 別 修 繕 引 当 金 ４,３６７

２,９１０,０１８

２８,７５４

８,８６６,０９５

１６５,４５５流 動 負 債 合 計

国 庫 補 助 金

１,７４６,２８３

３３

１,３１１,４１７

１,７４６,２８３

(2)

１５,２９９

５００

１０２,０００

(1) 長 期 前 受 金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

繰 延 収 益

(4) そ の 他 流 動 負 債

(3)

工業用水道事業

引 当 金

７５０,１６５

工 事 負 担 金

収 益 化 累 計 額

未 払 金

９９２,２６６３１９,１５１△       

受 贈 財 産 評 価 額

資　　　　本　　　　の　　　　部

８４４,３７９

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

４４８△              収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

４,３００

９４,２１４△         

３,８５２

１５２,０２７

負 債 合 計

剰 余 金

１０５,３１０

(1)

工 事 負 担 金

資 本 剰 余 金

長 期 前 受 金 合 計

資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額



イ

ロ

ハ

ニ

１３,７８８,５７５

利 益 剰 余 金

１,５４７,８００

利 益 剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

１６０,４８５

２５７,３７０

２,０１２,４６２

１,７５５,０９２

１９,１２７

１０,８７８,５５７

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

工業用水道事業

２７,６８０利 益 積 立 金

負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金

資 本 剰 余 金 合 計

(2)



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における工業用水道事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各

会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

注 記

（平 成 30 年 ３ 月 31 日）

工業用水道事業

１

２

３

(1)

(2)

(2)

(1)

２８８,０９４千円

１３１,２８７千円

３５９,２１３千円

(3)

(4)



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成29年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

なし

Ⅲ 平成29年度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅳ セグメント情報に関する注記

報告セグメントの概要

工業用水道事業会計は、彦根工業用水道事業および南部工業用水道事業を行っているが、浄水場施設や給水区域がそれぞれ独立していることから彦根工業用水道事業および

南部工業用水道事業の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

彦根市、多賀町

草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、竜王町

工業用水道事業

(5)

(1)

４

１

名 称 給 水 区 域 １ 日 の 給 水 能 力

彦 根 工 業 用 水 道 事 業 ４８,５００ 立方メートル

南 部 工 業 用 水 道 事 業 ８３,８６０ 立方メートル



報告セグメントごとの予定貸借対照表

（平成30年３月31日）

Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

資 本 金

剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

１,７５１,００２

２,２５６,９５５

９,１２７,５５５

１１,５３１,６２０

１,２５１,８３５

１,２７１,２５６ ７,３４９,７４５

９８５,６９９

２,２５６,９５５

１９７,０３２

２２,５００

２８６,４２１

５０５,９５３

４,１８１,８７５

１１,５３１,６２０

８０１,２４８

１４２,９５５

２,０１２,４６２

１０,８７８,５５７

８,８６６,０９５

１３,７８８,５７５

７,６１４,２６０

４９９,１６７ １,５１３,２９５

工業用水道事業

工 業 用 水 道 事 業 計

（単位　千円）

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業

２

１,７４６,２８３

固 定 資 産

流 動 資 産

資 産 合 計

固 定 負 債

流 動 負 債

繰 延 収 益

負 債 合 計

１

４０９千円

０千円

４０９千円

８,６２１,００１

１,４５９,８６２

２,４０４,０６５

５,１６７,５７４

２,９１０,０１８

１６５,４５５

９９８,２８０

１３,７８８,５７５



Ⅵ その他の注記

特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、菩提寺加圧ポンプ場自家発電設備修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金４,３６７千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場導水ポンプ修繕工事等を執行するにあたり、修繕引当金１５,２９９千円を取り崩す。

工業用水道事業

１

２



（単位  千円）

１

２

３

４

５

その他未処分利益剰余金変動額 ７６,５８４

１０６,５４３当 年 度 純 利 益

(1) そ の 他 特 別 損 失 １７,１１６ １７,１１６ １７,１１６△     

経 常 利 益 １２３,６５９

特 別 損 失

(3) 雑 支 出 ３７４ １１１,２１６ １１０,７６４    

(2) 受 託 工 事 費 ９９,４９６

営 業 外 費 用

(1) 支払 利息 およ び企 業債 取扱 諸費 １１,３４６

(5) 雑 収 益 ７８０ ２２１,９８０

(4) 受 託 工 事 収 益 ９９,４９６

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 １１２,３８１

(2) 他 会 計 負 担 金 １,１３３

(1) 受 取 利 息 お よ び 配 当 金 ８,１９０

営 業 利 益 １２,８９５

営 業 外 収 益

(4) 資 産 減 耗 費 ７,１４３ １,０５９,４１９

(3) 減 価 償 却 費 ５５３,８５６

(2) 業 務 費 ３５６,０６９

営 業 費 用

(1) 総 係 費 １４２,３５１

(1) 給 水 収 益 １,０７２,３１４ １,０７２,３１４

工業用水道事業

平 成 28 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

営 業 収 益



１８３,１２７

工業用水道事業

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

ロ

ハ

イ 出 資 金 ２,０００

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

施 設 利 用 権 １０２

無 形 固 定 資 産 合 計 １３５,９２５

水 利 権 １２７,４９５

地 上 権 ８,３２８

(2) 無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定 ５５１,５８８

有 形 固 定 資 産 合 計 ８,７３７,６３９

工 具 器 具 お よ び 備 品 ３３,６１３

減 価 償 却 累 計 額 ２０,０３３△         １３,５８０

車 両 運 搬 具 ２,２１８

減 価 償 却 累 計 額 ６８０△              １,５３８

機 械 お よ び 装 置 ６,４５８,５７０

減 価 償 却 累 計 額 ４,４１１,３５２△    ２,０４７,２１８

構 築 物 １３,４０９,５６３

減 価 償 却 累 計 額 ８,５５６,８４４△    ４,８５２,７１９

建 物 １,３０６,１３８

減 価 償 却 累 計 額 ５０８,４３１△       ７９７,７０７

土 地 ４７３,２８９

固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

工業用水道事業

平 成 28 年 度 滋 賀 県 工 業 用 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平 成 29 年 ３ 月 31 日）

資　　　　産　　　　の　　　　部



ロ

ハ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

工業用水道事業

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

３６,６７４

流 動 負 債

(1) 企 業 債

企 業 債 合 計 ３６,６７４

引 当 金 合 計 ６４３,６１９

固 定 負 債 合 計 １,０１１,５００

特 別 修 繕 引 当 金 ７１,３０１

修 繕 引 当 金 ４４９,５０７

退 職 給 付 引 当 金 １２２,８１１

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

３６７,８８１

企 業 債 合 計 ３６７,８８１

(2) 引 当 金

(1) 企 業 債

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計 ４,６１９,７０１

資 産 合 計 １３,８０６,４０９

(3) 貯 蔵 品 ７,７３４

(2) 未 収 金 １０３,０００

流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 ４,５０８,９６７

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 ３１３,１４４

固 定 資 産 合 計 ９,１８６,７０８

預 託 金 １５

長 期 貸 付 金 ３１１,１２９



イ

ロ

ハ

５

イ

ロ

ハ

６

７

イ

ロ

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 ３３

国 庫 補 助 金 １５２,０２７

工 事 負 担 金 １０５,３１０

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金 ８,７８９,５１１

剰 余 金

負 債 合 計 ３,０７０,７９０

資　　　　本　　　　の　　　　部

長 期 前 受 金 合 計 １,８５３,３２３

繰 延 収 益 合 計 １,８５３,３２３

受 贈 財 産 評 価 額 ４,３００

収 益 化 累 計 額 ３３６△              ３,９６４

工 事 負 担 金 ８４３,３５０

収 益 化 累 計 額 ６８,７４１△         ７７４,６０９

国 庫 補 助 金 １,３１２,０３１

収 益 化 累 計 額 ２３７,２８１△       １,０７４,７５０

(1) 長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計 ２０５,９６７

繰 延 収 益

(4) そ の 他 流 動 負 債 ５００

修 繕 引 当 金 １５,２９９

引 当 金 合 計 ２８,４２３

賞 与 等 引 当 金 ８,７５７

特 別 修 繕 引 当 金 ４,３６７

(3) 引 当 金

工業用水道事業

(2) 未 払 金 １４０,３７０



イ

ロ

ハ

工業用水道事業

資 本 合 計 １０,７３５,６１９

負 債 資 本 合 計 １３,８０６,４０９

利 益 剰 余 金 合 計 １,６８８,７３８

剰 余 金 合 計 １,９４６,１０８

建 設 改 良 積 立 金 １,４７７,９３１

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １８３,１２７

利 益 積 立 金 ２７,６８０

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 ２５７,３７０



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における工業用水道事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、各

会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

(2)

３

(1)

２５９,４１５千円

１２２,８１１千円

３３７,４１８千円

工業用水道事業

１

２

(1)

（平 成 29 年 ３ 月 31 日）

注 記

(4)

(2)

(3)



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成28年度予定貸借対照表等に関する注記

なし

Ⅲ セグメント情報に関する注記

報告セグメントの概要

工業用水道事業会計は、彦根工業用水道事業および南部工業用水道事業を行っているが、浄水場施設や給水区域がそれぞれ独立していることから彦根工業用水道事業および

南部工業用水道事業の２つを報告セグメントとしている。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

彦根市、多賀町

草津市、守山市、栗東市、甲賀市、野洲市、湖南市、竜王町

(5)

４

(1)

１

工業用水道事業

名 称 給 水 区 域 １ 日 の 給 水 能 力

彦 根 工 業 用 水 道 事 業 ４８,５００ 立方メートル

南 部 工 業 用 水 道 事 業 ８３,８６０ 立方メートル



報告セグメントごとの予定損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

報告セグメントごとの予定貸借対照表

（平成29年３月31日）

１０,７０５

１６,４４３

１８９

２０５,５３７

１１１,０２７

１８,４４４ １０５,２１５

 － １７,１１６

２

工業用水道事業

１,０７２,３１４

１,０５９,４１９

工 業 用 水 道 事 業 計

営 業 費 用

営 業 収 益

彦根工業用水道事業

（単位　千円）

南部工業用水道事業

１８３,３５０

１８１,１６０

８８８,９６４

８７８,２５９

営 業 外 収 益

営 業 利 益

当 年 度 純 利 益

特 別 損 失

経 常 利 益

営 業 外 費 用

（単位　千円）

工 業 用 水 道 事 業 計

２,１９０

１８,４４４ ８８,０９９

 － ７６,５８４

１８,４４４ １６４,６８３

１２,８９５

２２１,９８０

１１１,２１６

１２３,６５９

１７,１１６

１０６,５４３

７６,５８４

１８３,１２７当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額

彦根工業用水道事業 南部工業用水道事業

固 定 資 産 １,３３８,１７０ ７,８４８,５３８

３

９,１８６,７０８



Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅴ その他の注記

退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として６,２３５千円を支給するため、退職給付引当金５,３７０千円を取り崩す。

特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

３３,３７３ １７２,５９４

２,２５７,６５６ １１,５４８,７５３ １３,８０６,４０９

１,２５１,８３５ ７,５３７,６７６

４８２,１１７ １,４６３,９９１

１,７３３,９５２ ９,００１,６６７

２,２５７,６５６ １１,５４８,７５３

１,０１１,５００

２０５,９６７

固 定 負 債

流 動 負 債

８２０,９３８

９５４千円

１,９４６,１０８

１,８５３,３２３

３,０７０,７９０

５４５千円

４０９千円

１０,７３５,６１９

１３,８０６,４０９

８,７８９,５１１

資 産 合 計

９１９,４８６ ３,７００,２１５ ４,６１９,７０１流 動 資 産

１

２,５４７,０８６

繰 延 収 益

負 債 合 計

資 本 金

剰 余 金

１９０,５６２

工業用水道事業

１

２

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

２９９,７６９ １,５５３,５５４

５２３,７０４



当事業年度において、菩提寺加圧ポンプ場自家発電設備修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金５,９３０千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、朝国共同施設送水ポンプ修繕工事等を執行するにあたり、修繕引当金１７,５８７千円を取り崩す。

工業用水道事業

３



（単位  千円）

５,４１０５ 受 託 工 事 収 益

雑 収 益

３

６

備　　　　　　　考

３０５,９０４

他 会 計 負 担 金

８,９８４

５,１４９,０００

４,８４３,０９６

予　　　　定　　　　額

２８７,２０３

他 会 計 補 助 金

給 水 収 益

１１

受 取 利 息 お よ び 配 当 金

４,８４３,０９６

１,９８５

長 期 前 受 金 戻 入

２,３１１

４

１

２

１ 営 業 収 益

１

２ 営 業 外 収 益

（収　　 　入）

款

水 道 用 水 供 給 事 業 収 益

水道用水供給事業

１

平 成 29 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 お よ び 支 出

項 目



（単位  千円）

費

１ 営 業 費 用

１５４,６５１１

１ 総 係 費

支払利息および企業債取扱諸

２

４

５,４１０

３ 減 価 償 却 費

２ 営 業 外 費 用

水 道 用 水 供 給 事 業 費 用

款 目

資 産 減 耗 費

業 務 費

３７７,７４３

３０３,０３４

１９,１１８

２,２６４,７４３

１,３３１,４６２

受 託 工 事 費

予　　　　定　　　　額 備　　　　　　　考

３,９９３,０６６

４,２９６,１００

３

２

項

（支　　 　出）

水道用水供給事業

１

消 費 税 お よ び 地 方 消 費 税

５０７４ 雑 支 出

１４２,４６６



（単位  千円）

目 備　　　　　　　考

１

５,８００

（収　　 　入）

１

１

資 本 的 収 入

項 予　　　　定　　　　額

５４５,８００

資 本 的 収 入 お よ び 支 出

企 業 債 ５４０,０００

水道用水供給事業

１ 県 出 資 金 ５,８００

款

企 業 債 ５４０,０００

２ 出 資 金



（単位  千円）（支　　 　出）

款 項 目

水道用水供給事業

予　　　　定　　　　額

１,７１０,１５６

１８６,１６３１

備　　　　　　　考

２,７１６,４００１ 資 本 的 支 出

総 係 費

１５,８９８

企 業 債 償 還 金

９９０,３４６

１,５０６,４８５２ 構 築 物 費

１７,５０８３ 建 設 利 息

１ 建 設 改 良 費

２ 企 業 債 償 還 金

１５,８９８３ 固 定 資 産 購 入 費

９９０,３４６１

１ 有 形 固 定 資 産 購 入 費



（単位  千円）

１

２

５０,８１８

水道用水供給事業

３,０４４,８４３

２,８９９,１７６

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 産 減 耗 費

雑 支 出 （ 控 除 対 象 外 消 費 税 等 ）

１５４,６５１

受 取 利 息 お よ び 受 取 配 当 金 △ ８,９８４

△ ８８９

△ ５,０００

６３,２３０未 払 金 の 増 加 額

１９,１１８

２２６

１５４,６５１△

２１,７９５

８５２

△

平成29年度滋賀県水道用水供給事業予定キャッシュ･フロー計算書

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

７４０,２９３

２,２６４,７４３

当 年 度 純 利 益

減 価 償 却 費

（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額

賞 与 等 引 当 金 の 増 加 額

修 繕 引 当 金 の 減 少 額

長 期 前 受 金 戻 入 額

支 払 利 息

利 息 お よ び 配 当 金 の 受 取 額

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

特 別 修 繕 引 当 金 の 増 加 額

消 費 税 等 資 本 的 収 支 調 整 額

未 収 金 の 増 加 額

た な 卸 資 産 の 増 加 額

１１２,７４５

△ ８１,５５２

２８７,２０３

８,９８４

小 計

利 息 の 支 払 額



３

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る
た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出

資 金 増 加 額

△

資 金 期 首 残 高

９,７９８,７７４

７２８,５７６

９,０７０,１９８

資 金 期 末 残 高

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ４４４,５４６

△ ９９０,３４６

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△ ９,５１２

△有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

水道用水供給事業

５４０,０００

５,８００

１,７２６,０５４

一 般 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

１,７１６,５４２

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入



人 人 千円 千円 千円 千円 千円

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

　　１　総　　　括

区　　分

給 与 費 明 細 書

△ 501

水道用水供給事業

比　　較

前 年 度

合 計

資 本 勘 定 支 弁 職 員

手　当　の　内　訳

△ 178

7,249

－

1,275

5,242

7,997 16,747

△ 748

80,662

330,593

9,776

△ 6,870

898 68311

167,190

 48

△ 15,965

9,095△ 588

31,077資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

合 計

合　　　　　計

合 計

区　　　　　　　　　　　　　　分
給 料

497,783

55,021

特 別 職

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

損 益 勘 定 支 弁 職 員

 50
1  (5)

1

 29

 (5)

職 員 数

 (5) 142,087

給　　　　　　　　与　　　　　　　　費

計手 当

264,4551

一 般 職

30,489

181,830

122,368

－
－

住 居 手 当

2

2

地 域 手 当

274,065

 (5)

73

50,173 314,628

59,462

410,251

145,796 176,285

490,913

87,605

1,874 58,691

△ 9,610

81,092

4,441

特殊勤務手当

290

9,683

△ 5,420

－

599

期 末 手 当

 (－) △ 4,190

59,481

228,599

△ 790

228,421

21

126,558

86,334

147,507

－ 19

本
　
年
　
度

前
　
年
　
度

比
　
　
　
較

扶 養 手 当

17,645

 (－)

－

 29

1

法 定 福 利 費

136,113

△ 6,355

△ 6,943251

時 間 外 勤 務
手 当

34,742

勤 勉 手 当

18,28227910,277

1,816

56,528

410,178181,579

通 勤 手 当

本 年 度 36,558 18,965



千円 千円 千円 千円 千円 千円

23,181

△ 9

夜間勤務手当

5,278

退 職 手 当

2,71821,795

△ 1,386

水道用水供給事業

区　　分 休日勤務手当

本 年 度

311比　　較

3,262114835前 年 度 19

20

190

管 理 職 員
特別勤務手当

管 理 職 手 当

5,088

△ 544

105866

　　注　職員数の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

児 童 手 当



千円 千円

給与改定に伴う 給与改定の状況
増減分

　　　　  平成27年度の給与制度の総合的見直しによる給料の引下
 げに係る経過措置

昇給に伴う増加
分

その他の増減分 職員数の異動状況

人 人 人

制度改正に伴う 制度改正の状況
増減分

 勤勉手当

本年度  地域手当

一般会計に準じて改定

その他の増減分

本年度

　 改定実施時期        　　 　 　　平成29年４月１日

2－

計

－ 50

増 減 事 由 別 内 訳増 減 額

△ 3,470

251

給 料

水道用水供給事業

前年度

△

備 考

比　　較 2

現 に 在職 する 職員

48

手 当

△ 178

説 明

△ 186

1,793千円

50

前 年 度

職 員 構 成 の 異 動 等

3,721

区 分

 地域手当

本 年 度

△ 1,793

区　　分

　　２　給料および手当の増減額の明細

1,801

－

そ の 他

 給料の改定率　　　　　　　　　　　　　　　 　0.2％
　 改定実施時期　　 　　　　 　　  平成28年４月１日

48

前年度
　 改定実施時期　　 　 　        　平成28年４月１日

　 改定実施時期        　　 　 　　平成28年12月１日



平成28年12月１日現在

　　　(1) 職員１人当たり給与

行 政 職

平均給料月額

361,884

456,138

　　３　給料および手当の状況

区 分

348,140

平 均 年 齢

445,665

47.1

平成27年12月１日現在

平均給与月額

48.1

平均給料月額

平均給与月額

 184,800

高 校 卒

大 学 卒  184,800

平 均 年 齢

 150,500

水道用水供給事業

行 政 職 区 分
一般会計の制度

（単位　円・歳） （単位　円）

行 政 職

　　　(2) 初　任　給

 150,500



 (2)

34.0

構　成　比

行 政 職

 50

 (3)

区 分
職　員　数

（単位　人・％）　　　(3) 級別職員数

４ 級

 18

 1８ 級

12.5

16.7

水道用水供給事業

１ 級

 (3)
３ 級

100.0

37.5４ 級

16.7

 1

計

平

成

27

年

12

月

１

日

現

在

 8

 48

8.3

2.1

 8

 4

 (5)

３ 級

５ 級

２ 級

６ 級

１ 級

２ 級

７ 級

８ 級

 6

 6

６ 級

 (5)

平

成

28

年

12

月

１

日

現

在

 6

 1

７ 級

計

2.0

4.0

 6

 1

 17
 (2)

12.0

12.0

2.0

12.0

100.0

4.1

22.0
 11

５ 級

 2

 2

2.1



比 率

(B)

2 号 給

職 員 数

4 号 給

　　　 　（級別の標準的な職務内容）

水道用水供給事業

8 号 給

41.7

比 率 (B)/(A)

号 給 数 別 内 訳

 29

課 長

 25

号 給 数 別 内 訳

 1

区 分

本

年

度

 15

昇 給 に 係 る 職 員 数

 26 号 給

 1

行 政 職

 50

　　　(4) 昇　　給 （単位　人・％）

2 号 給

 20

 2

前

年

度

 48

4 号 給

(B)

昇 給 に 係 る 職 員 数

6 号 給

次 長

(A)

(A)

8 号 給

職 員 数

（困 難） （困 難） （困 難）

6 級

技　　師

 (高 度）

8 級

参 事

3 級 2 級

(B)/(A)

7 級区 分

（困 難）

行 政 職

 －

58.0

課長補佐

 3

主任技師

主任技師

主 査
主任主事

主任主事

技 師

係 長

（困 難）
主 事

 (高 度）

主 事課長補佐 主 幹

主 幹 係 長

5 級 4 級 1 級



(2.20)
4.20

(2.25)
4.30

支給額の多い手当

区 分

　　　(5) 特殊勤務手当 （平成28年12月１日現在　単位　％・円）

代表的な特殊
勤務手当の名
称

多くの職員に支給
さ れ て い る 手 当

毒物および劇物取扱手当

1,245

毒物および劇物取扱手当

水道用水供給事業

　　　(6) 期末手当・勤勉手当

(1.20)
2.225

(1.175)
2.175

12 月

(1.05)
2.075

(1.025)
2.025

区 分
支　　給　　期　　別　　支　　給　　率

(1.20)
2.225

(2.25)
4.30

有

支給対象職員１人当たり平均支給月額

0.0

16.2

給 料 総 額 に 対 す る 比 率

行 政 職

支 給 対 象 職 員 の 比 率

6 月

一 般 会 計 の 制 度

前 年 度

本 年 度

(1.05)
2.075

有

有

備 考支　 給　 率　 計

（単位　月）

職制上の段階、職務の
級等による加算措置



定年前早期退職
特例措置

定年前早期退職
特例措置

　　注　１　「(1) 職員１人当たり給与」は、当該日に在職する職員（短時間勤務職員および休職職員等を除く｡）について算出したものである。

　　　　２　「(1) 職員１人当たり給与」の平均給与月額は、期末手当、勤勉手当、退職手当および児童手当を除いて算出したものである。

　　　　３　「(3) 級別職員数」の（　）書は、短時間勤務職員数で外数である。

　　　　４　「(4) 昇給」の昇給に係る職員数は、短時間勤務職員を除いたものである。

　　　　５　「(6) 期末手当・勤勉手当」の（　）書は、再任用職員に係る支給率である。

備 考

（2％～45％加算）

そ の 他 の
加 算 措 置 等

差 異 の 内 容

49.59

最 高 限 度

（2％～45％加算）

49.59

（単位　月）

49.59支　　　　給　　　　率　　　　等

　　　(7) 定年退職および勧奨退職に係る退職手当

区 分

水道用水供給事業

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者

扶 養 手 当

地 域 手 当

住 居 手 当

　　　(8) その他の手当

49.59

通 勤 手 当

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

同　　　　　じ

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同

一　 般　 会　 計　 の　 制　 度
（ 支　給　率　等 ）

25.55625

34.582525.55625

34.5825



（単位  千円）

事

( )

( )

( )

期　　　　間 金　　額 期　　　　間 金　　額 企　業　債 国 補 助 金 そ　の　他

水 道 用 水 改 良 事 業 95,849 －

－

－ 86,173

－ － 平 成 30 年 度

吉川浄水場次亜塩注入設備更新工

水 道 用 水 改 良 事 業

101,000

水 道 用 水 改 良 事 業

平 成 28 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 29 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左　　の　　財　　源　　内　　訳

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

86,173

－

水 道 用 水 改 良 事 業 86,173 －

347,660

平成32年度まで

浄 水 場 運 転 管 理 業 務 466,448 87,024 平成29年度から 347,660

－

平 成 28 年 度

吉川浄水場１系沈殿池緩速攪拌
かくはん

機
更新工事

日 野 ラ イ ン 管 路 更 新 工 事

－

水口浄水場凝集剤注入設備工事

水 道 用 水 改 良 事 業

事
南津田導水ポンプ場除塵機更新工

水 道 用 水 改 良 事 業 174,000 － 平 成 30 年 度

－

－

蒲 生 日 野 ル ー ト 管 路 更 新 工 事

23,578

－平 成 30 年 度 69,077

平 成 30 年 度

261,000

－

55,849

69,077 － － 69,077

152,000261,000

174,000 73,000

109,000 －

－

－ 平 成 30 年 度 39,578

水道用水供給事業

39,578 －

－ － 394,200 164,000 － 230,200

平 成 30 年 度 95,849 40,000

水 道 用 水 改 良 事 業 394,200

16,000 －

－

馬渕浄水場中央監視制御装置更新
工事

平 成 30 年 度



委託

左　　の　　財　　源　　内　　訳

金　　額 期　　　　間

204,604 －

平 成 28 年 度 末 ま で の
支払義務発生（見込）額

平 成 29 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

204,604

金　　額 企　業　債 そ　の　他

事　　　　　　　　　　　　　項 限  度  額

期　　　　間

－

吉川浄水場耐震対策工事設計業務

水 道 用 水 改 良 事 業 －

国 補 助 金

－ 平 成 30 年 度 204,604

水道用水供給事業



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

ロ

ハ

工 具 器 具 お よ び 備 品

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

(1)

平 成 29 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　30　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

無 形 固 定 資 産 合 計

船 舶

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

５１６,５２２

地 上 権

施 設 利 用 権

水道用水供給事業

(2)

４９０,９７６

２１２

構 築 物

１７,４０７,５８４△  

２６,７４１,１５３△  

２１７,１４２△       

水 利 権

機 械 お よ び 装 置

１,３７２,９６７

４４,５８９,９１３

２５,３３４

減 価 償 却 累 計 額

１１８,５９７

３３５,７３９

２,８７７,６８７

８,２４６,２５０

２９,８３６,８０４

７８３

２,１２９,６２９

８１５

４,８２０,６２８

１,９４２,９４１△    

２０,１７４△         

３２△                

２７,３７０

５６,５７７,９５７

２５,６５３,８３４

７,１９６



イ

ロ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

預 託 金

企 業 債

特 別 修 繕 引 当 金

水道用水供給事業

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

未 収 金

(1)

負　　　　債　　　　の　　　　部

９,７９８,７７４

企 業 債

１４,２４４

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

１１,３３２,１５０

(1)

資 産 合 計

１０,３００,７１６

固 定 負 債

３５９,２１３退 職 給 付 引 当 金

８８４,９３５

９,８７０,１００

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

９,８７０,１００

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

９７３,０７５

(3)

(1)

(2) ４７５,０００

出 資 金 １４,２００

４４

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

現 金 預 金

貯 蔵 品

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

(2)

４５,１２０,６７９

２６,９４２

５５,４２１,３９５

１,４６２,０５０

２１７,９０２



イ

ロ

ハ

５

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

賞 与 等 引 当 金 ２３,３６８

特 別 修 繕 引 当 金 ４４,１７８

４,５７７,８０９

(1)

収 益 化 累 計 額 ５５,２５０

寄 附 金 １５８,００９

６４,３３０

７８,５８６

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金 合 計

５,５４１,０３９

そ の 他 補 助 金

水道用水供給事業

収 益 化 累 計 額

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額

２１,４９９△         

(3)

(2)

長 期 前 受 金

６０３,０００

１７１,８６９

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

１,７４８,４４４

引 当 金 合 計

国 庫 補 助 金

９,０８０△           

５６,２３６

引 当 金

修 繕 引 当 金 １０４,３２３

(4)

企 業 債 合 計 ９７３,０７５

７７,７３５

５,１６９,７７６

７９,４２３△         

４２８,７５８

７,０３５△           

３７４,４７２

９６３,２３０△       

５,１６９,７７６

２７,４２３

１８,２５０,３７０

５４,２８６△         

５００

３４,４５８

未 払 金

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 流 動 負 債



６

７

イ

ロ

ハ

イ

ロ

３７,１７１,０２５

６,７８２,４０２

１,７１７,３４２資 本 剰 余 金 合 計

１,３７９,９４２当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

国 庫 補 助 金 １,７１３,２８０

(1) 資 本 剰 余 金

資 本 金

剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

水道用水供給事業

２,０４３

負 債 資 本 合 計

３,６８５,１１８

２,０１９

(2)

受 贈 財 産 評 価 額

５５,４２１,３９５

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

５,０６５,０６０

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

３０,３８８,６２３

工 事 負 担 金



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における水道用水供給事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、

各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

１

２

(1)

(2)

(1)

３

２８８,０９４千円

１３１,２８７千円

３５９,２１３千円

(2)

(3)

(4)

（平 成 30 年 ３ 月 31 日）

注 記

水道用水供給事業



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成29年度予定キャッシュ・フロー計算書に関する注記

なし

Ⅲ 平成29年度予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る一般会計の負担

県営青土ダムについて、建設費の一部を当会計が負担している。予定貸借対照表に計上されている企業債のうち、青土ダム建設負担金の財源として発行した企業債の元金償

還額および当該償還額に対する一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

平成30年度以降の元金償還額

平成30年度以降の一般会計の負担見込額 ※

※地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成19年法律第94号)の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅳ セグメント情報に関する注記

報告セグメントが水道用水供給事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅴ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

(1)

１

水道用水供給事業

４

２６８千円

１３９千円

(5)

１

１,２２７千円

０千円



　計

Ⅵ その他の注記

特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場浄水機械修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金４２,９１６千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場ろ過池ろ材入替工事等を執行するにあたり、修繕引当金８１,５５２千円を取り崩す。

水道用水供給事業

１,２２７千円

２

１



（単位  千円）

１

２

３

４

(1) 給 水 収 益 ４,４８２,００５ ４,４８２,００５

水道用水供給事業

平 成 28 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

営 業 収 益

(3) 減 価 償 却 費 ２,２９４,０２３

(2) 業 務 費 １,３２３,６０７

営 業 費 用

(1) 総 係 費 ３６６,４９６

(1) 受 取 利 息 お よ び 配 当 金 １１,７８９

営 業 利 益 ４８６,１７９

営 業 外 収 益

(4) 資 産 減 耗 費 １１,７００ ３,９９５,８２６

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 ３０７,５１６

(3) 他 会 計 負 担 金 ２,９１４

(2) 他 会 計 補 助 金 ３４８

(5) 雑 収 益 ２,６５７ ３２５,２２４

(2) 雑 支 出 ５７７ １７１,７５４ １５３,４７０      

営 業 外 費 用

(1) 支払 利息 およ び企 業債 取扱 諸費 １７１,１７７

当 年 度 純 利 益 ６３９,６４９

経 常 利 益 ６３９,６４９

その他未処分利益剰余金変動額 ９８８,４０７

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １,６２８,０５６



（単位  千円）

１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

へ

ト

チ

イ

ロ

ハ

(1) 有 形 固 定 資 産

平 成 28 年 度 滋 賀 県 水 道 用 水 供 給 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

（平　成　29　年　３　月　31　日）

資　　　　産　　　　の　　　　部

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 １,８３４,９１９△    ２,９６９,１７３

構 築 物 ５２,２０５,７５３

土 地 ２,１２９,６２９

建 物 ４,８０４,０９２

減 価 償 却 累 計 額 １６,７５９,７７６△  ７,９７１,６４６

車 両 運 搬 具 ２７,４４９

減 価 償 却 累 計 額 ２５,５７７,８４６△  ２６,６２７,９０７

機 械 お よ び 装 置 ２４,７３１,４２２

減 価 償 却 累 計 額 ３６７△              ２３５

工 具 器 具 お よ び 備 品 ３２６,３３０

減 価 償 却 累 計 額 ２０,０３３△         ７,４１６

船 舶 ６０２

水 利 権 ５１１,７５３

有 形 固 定 資 産 合 計 ４５,２４６,６０８

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額 １８５,５３１△       １４０,７９９

建 設 仮 勘 定 ５,３９９,８０３

水道用水供給事業

無 形 固 定 資 産 合 計 ５３０,６０５

地 上 権 １８,６１７

施 設 利 用 権 ２３５



イ

ロ

２

３

イ

イ

ロ

ハ

４

イ

水道用水供給事業

出 資 金 １４,２００

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 現 金 預 金 ９,０７０,１９８

固 定 資 産 合 計 ４５,７９１,４５７

流 動 資 産

預 託 金 ４４

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 １４,２４４

流 動 資 産 合 計 ９,５６６,２５１

資 産 合 計 ５５,３５７,７０８

(3) 貯 蔵 品 ２６,０５３

(2) 未 収 金 ４７０,０００

(2) 引 当 金

(1) 企 業 債

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債

特 別 修 繕 引 当 金 １６８,３４６

修 繕 引 当 金 ９８９,２５８

退 職 給 付 引 当 金 ３３７,４１８

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

１０,３０３,１７５

企 業 債 合 計 １０,３０３,１７５

流 動 負 債

(1) 企 業 債

引 当 金 合 計 １,４９５,０２２

固 定 負 債 合 計 １１,７９８,１９７

建設改良費等の財源に充てるための
企 業 債

９９０,３４６



イ

ロ

ハ

５

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

(2) 未 払 金 ５３９,７７０

企 業 債 合 計 ９９０,３４６

賞 与 等 引 当 金 ２２,５１６

特 別 修 繕 引 当 金 ４２,９１６

(3) 引 当 金

(4) そ の 他 流 動 負 債 ５００

修 繕 引 当 金 ８１,５５２

引 当 金 合 計 １４６,９８４

国 庫 補 助 金 ５,５８２,９５０

収 益 化 累 計 額 ７５９,８７３△       ４,８２３,０７７

(1) 長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計 １,６７７,６００

繰 延 収 益

そ の 他 補 助 金 ７７,７３５

収 益 化 累 計 額 １７,４３０△         ６０,３０５

他 会 計 補 助 金 ３４,４５８

収 益 化 累 計 額 ５,２７６△           ２９,１８２

寄 附 金 １５８,００９

収 益 化 累 計 額 ５９,５８１△         ９８,４２８

工 事 負 担 金 ４２９,７６８

収 益 化 累 計 額 ４１,３０１△         ３８８,４６７

長 期 前 受 金 合 計 ５,４５６,９７９

繰 延 収 益 合 計 ５,４５６,９７９

受 贈 財 産 評 価 額 ６４,３３０

収 益 化 累 計 額 ６,８１０△           ５７,５２０

負 債 合 計 １８,９３２,７７６

水道用水供給事業



６

７

イ

ロ

ハ

イ

ロ

国 庫 補 助 金 １,７１３,２８０

水道用水供給事業

(1) 資 本 剰 余 金

剰 余 金

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 ２９,３９４,４１６

資 本 剰 余 金 合 計 １,７１７,３４２

(2) 利 益 剰 余 金

工 事 負 担 金 ２,０１９

受 贈 財 産 評 価 額 ２,０４３

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 １,６２８,０５６

利 益 剰 余 金 合 計 ５,３１３,１７４

建 設 改 良 積 立 金 ３,６８５,１１８

負 債 資 本 合 計 ５５,３５７,７０８

剰 余 金 合 計 ７,０３０,５１６

資 本 合 計 ３６,４２４,９３２



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

たな卸資産の評価基準および評価方法

貯蔵品について、先入先出法による原価法を用いている。

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第２号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数（ただし、構築物または機械および装置を一体として償却する

場合は、同号注一の表に掲げる耐用年数）により定額法を用いている。

無形固定資産

地方公営企業法施行規則別表第３号に定める種類の区分ごとに応じた耐用年数により定額法を用いている。

引当金の計上方法

退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における水道用水供給事業会計が負担すべき額を計上している。各会計が負担する額については、

各会計における職員の勤続年数による按分により負担することとしており、他の会計が負担すると見込まれる負担額は次のとおり。

一般会計   　　　　　

工業用水道事業会計 　

水道用水供給事業会計 

賞与等引当金

職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給（支払）見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

上している。

特別修繕引当金

法令等に基づき、数年度ごとに定期的に行われる大規模な修繕について、その修繕に要する経費を年数按分した額を計上している。

修繕引当金

３

(1)

水道用水供給事業

(1)

１

２

（平 成 29 年 ３ 月 31 日）

注 記

２５９,４１５千円

１２２,８１１千円

３３７,４１８千円

(2)

(3)

(4)

(2)



平成24年４月１日施行の地方公営企業会計基準移行前に引き当てたものを計上しており、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上する。

なお、当事業においては、過去に貸倒実績がないため、計上していない。

その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は、期中税抜方式によっている。

なお、控除対象外消費税等については、当事業年度の費用として処理している。

Ⅱ 平成28年度予定貸借対照表等に関する注記

企業債の償還に係る一般会計の負担

県営青土ダムについて、建設費の一部を当会計が負担している。予定貸借対照表に計上されている企業債のうち、青土ダム建設負担金の財源として発行した企業債の元金償

還額および当該償還額に対する一般会計が負担すると見込まれる額は次のとおりである。

平成29年度以降の元金償還額

平成29年度以降の一般会計の負担見込額 ※

※地方公共団体の財政の健全化に関する法律(平成19年法律第94号)の規定に基づき算定した見込額である。

Ⅲ セグメント情報に関する注記

報告セグメントが水道用水供給事業会計の単一セグメントであるため、記載を省略している。

Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

オペレーティング・リース取引に係る未経過リース料相当額は次のとおりである。

１年内

１年超

　計

Ⅴ その他の注記

１,２２７千円

２,８６２千円

１

(5)

４

(1)

１

５２４千円

２７３千円

１,６３５千円

水道用水供給事業



退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、退職手当として１６,９９３千円を支給するため、退職給付引当金１４,７７０千円を取り崩す。

特別修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、吉川浄水場浄水機械修繕工事等を執行するにあたり、特別修繕引当金２４,９５７千円を取り崩す。

修繕引当金の目的使用による取崩しについて

当事業年度において、南津田導水ポンプ場修繕工事等を執行するにあたり、修繕引当金６６,０４０千円を取り崩す。

水道用水供給事業

１

２

３


